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はじめに

わが国は近年、“災害大国”という言葉がふさわ

しいほどに各種災害が多発する状況になりつつあ

る。とりわけ地震に関しては「地震大国」と言える

データがある。すなわち日本は全世界の国土面積の

0.25％であるにもかかわらず、マグニチュード６以

上の地震の実に17.9％が発生している（2021年、国

土交通省のデータより）。これは地球を覆っている

十数枚のプレートのうち、４枚のプレート衝突部に

位置するからと言われている。また、併せて述べ

ると、世界中の活火山およそ1,500のうち日本には

111、実に約７％が存在している。われわれは極め

てハイリスクな国で暮らしているのである。加え

て、近年の“極端気象”により、豪雨災害が頻発す

るようになっている。

東日本大震災の例を引くまでもなく、大地震が発

生するとその被害は甚大であり、多くの人命が危険

に晒される。また被災地域の地域医療が機能不全

に陥ってしまう。阪神淡路大震災以降に発足した

災害派遣医療チーム（DMAT、Disaster Medical 

Assistance Team）が、国の災害対策のシステム

として設立されたが、日本医師会には組織として対

応する明確なシステムは存在しなかった。

本稿ではこれらの歴史を踏まえて、JMAT誕生の

経緯とこれまでの活動、成果、課題を検討し、今後

の一層の充実を図る目的で私見を述べる。

１．JMAT発足の経緯

わが国では1995年１月17日の阪神・淡路大震災以

前にも全国各地で地震災害が多発していたが、日本

医師会として全国規模での支援活動は存在せず、被

災地域とその近傍の地域医師会の頑張りや、専門医

の個人的なつながり、災害関連の研究会などの活動

レベルで対応が行われてきた。その最たる事例が

1993年７月12日の北海道南西沖地震であろう。筆者

が仄聞したところによると、この地震の被災地支援

に集まった専門家諸氏が、現地で相談して現在の日

本災害医学会の前身である日本集団災害医療研究会

の設立を初めて検討したきっかけになったとのこと

である。

一方、設立の歴史が長い日本赤十字社（1877年博

愛社として設立）は、救護活動を展開する経過中に、

救護員養成を目的に自前の病院を次々に開設し、以

後多くの災害に救護班の派遣を行い、わが国の災害

支援の中核的機関の一つとして確立したシステムを

誇っている。

他方で、国も阪神・淡路大震災の教訓から2005年

にDMATを設立させた。DMATの活動や活躍につ

いては言うまでもないのでここでは割愛するが、こ

の流れが日本医師会の会内委員会の一つである救急

災害医療対策委員会の議論に大きな影響を与えた。

すなわち、2008年７月23日に日本医師会会長から委

員会に対して２つの事項が諮問された（ちなみに筆

者は既にこの時の委員会の北海道ブロックからのメ

ンバーであった）。１つ目は「救急災害医療におけ

る連携のあり方」、２つ目は「医師会の災害時医療

救護対策」であった。とりわけ、２つ目の諮問テー

マがJMATの構想に大きく関わっていたのである。

委員会の構成メンバーは当時も現在も救急災害医療

の現役の専門家が複数参加しており、加えて当時実

際の被災地に支援に入った地域医師会の会員もメン

バーであった。また、元日本医師会会長であった武

見太郎先生の尽力により、ハーバード大学公衆衛生

大学院に1983年に設置された寄附講座「武見国際保

健プログラム」にフェローとして派遣された会員医

師や、当時の日本医師会常任理事の石井正三先生も

大きな役割を担われた。

日本医師会が災害医療救護に関わるシステムを構

想する上で、それまでの国内災害に対して地域医師

会が核となって様々な活動ができていたという事

実、さらに武見フェローとして学んだ国際的な災害

対応の基本的考え方に関する内容や人脈などが、提

案の重要な要素になった。

会長諮問に則り、答申までの２年間に計８回の委員

会が開催され、日本医師会としての災害に対する現状

分析から始まり、あるべき姿の考察、そこから導き出

日本医師会災害医療チーム
（JMAT）のこと
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JMATの基本理念から始まって、これまでの災害

対応で明らかになった課題と対策について述べた。

災害大国で暮らす医療従事者の心構えについては

「プロフェッショナル・オートノミー」が基本理念

であることを強調した。JMAT活動には、この理念

に基づき壊れた地域医療と地域包括ケアシステムを

取り戻す大きな目標がある。

指標の ポイント
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された対応策としてのJMATの創設が提案された。

この構想のきっかけの一つはアメリカの自然災害

対策であった。2005年８月末に、アメリカのニュー

オーリンズを襲ったハリケーン・カトリーナからの

退避が遅れた住民に対する避難所の劣悪な公衆衛生

上の状況を武見フェローが体験し、当時のアメリカ

を含む先進国では人道的配慮は重要視されていな

かったことがわかったのである。

もう一つの参考事例は、国内の地域医師会による

過去の災害対応であった。とりわけ、1995年の阪

神・淡路大震災の時の兵庫県医師会と神戸市医師会

の詳細な活動報告はJMAT構想の原型となった。す

なわち、多くの事例から地域医師会が災害対応に重

要な役割を果たしてきたことが明らかになったので

ある。

これらの知見を踏まえて提案された具体的な内容

の詳細は、2010年３月４日に答申された同委員会の

報告書をご参照願いたいが、以下に骨子を簡単に述

べる。

まず、医師の職能団体としての日本医師会の位置

付け、すなわち３層構造の中でそれぞれ別法人格で

はあるが、全ての地域医師会を束ねる立場にあるこ

と、災害に対して平時と発災時以降の日本医師会の

役割を明記した上で、現時点で発災直後には被災地

等での災害医療活動を実行する能力やシステムを

備えていないことが記されている。これらを踏ま

えて、日本医師会による災害医療チームの創設を

具体的に提言している。すなわち日本医師会災害

医療チーム（JMAT、Japan Medical Association 

Team）設立の提案である。また、これまで日本医

師会は直属の実動部隊を持たないが故に参画してい

なかった中央防災会議に「指定公共機関」として加

わることが可能となり、地域医療の観点から国の防

災行政に大きな声での提言が実現できると考えられ

た。

こうしたコンセプトのもとに日本医師会の実動部

隊としてのJMATが提案され、2010年７月には都道

府県医師会救急災害医療担当理事連絡協議会におい

てJMAT構想の説明と討議が行われた。さらに、２

年ごとに行われる次期委員会で「医師会による救

急災害医療対策の推進」という会長諮問が、前期

に引き続き提出された。ここからより具体的な提

案に向けた議論を加速するために救急災害医療対

策委員会の中に小委員会が設置され、2010年12月

16日に第１回目の、2011年２月23日に第２回目の

委員会が開催された。ここではアメリカ医師会の

災害医療研修コース（NDLS、National Disaster 

Life Support）を参考に災害医療研修に関する討

議が熱心に行われた。実に東日本大震災発災の１か

月前であった。同年３月11日午後２時46分にマグニ

チュード9.0の巨大地震が発生した。その被害が甚

大であったこともあり、日本医師会はこれまでの検

討をもとに同年３月15日にJMATの結成と被災地へ

の派遣を決定した。以後の活動状況は割愛するが、

派遣実績の一覧表を提示することでこれに替えたい 

（表１）。

なお、あまり知られていないが、JMAT参加者

（登録者）個々人には日本医師会がしっかりと保険

を掛けているのである。その補償内容は３月16日に

出された文書では、死亡・後遺障害５千万円、入院

年度 災害 活動期間 派遣チーム数、派遣人数

・2011年7月15日まで（JMATⅠ） ・1,398チーム、延べ6,054名（JMATⅠ）

・2011年7月15日〜2016年3月21日（JMATⅡ）・1,365チーム、延べ6,574名（JMATⅡ）

2016 ・平成28年熊本地震 ・4月16日～7月 865・日62 チーム、延べ2,556名

2017 ・平成29年7月九州北部豪雨 名44べ延、ムーチ01・日51月7～日01月7・）県岡福（

・平成30年7月豪雨 月8～日8月7・）県媛愛、県島広、県山岡（ 152・日32 チーム、延べ1,029名

・北海道胆振東部地震 ・9月9日～9月24日（9月7日先遣JMAT派遣） ・43チーム、延べ246名

・令和元年九州北部大雨災害 名64べ延、ムーチ21・日8月9～日3月9・

・令和元年台風第15号 名91べ延、ムーチ01・日61月9～日31月9・）県葉千（

・令和元年台風第19号

（宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県）

・10月12日～11月22日 ・67チーム、延べ258名

・令和2年7月豪雨 名284べ延、ムーチ601・日72月8～日7月7・）県本熊（

・令和3年足利市山林火災 名8べ延、ムーチ3・日2月3～日52月2・

2021 ・令和3年7月1日からの大雨による災害 名85べ延、ムーチ31・日1月8～日21月7・）県岡静（

2022 ・令和4年8月3日からの大雨等による災害 名61べ延、ムーチ4・日71月8～日41月8・）県井福（

2023 ・令和5年7月7日からの大雨による災害 名7べ延、ムーチ2・日71月7～日61月7・）県田秋（

・3,849チーム、延べ12,374名

（道内延べ11機関、20チーム、79名）

※うち、統括チームは延べ5機関、8チーム、30名）

2025 ・令和７年岩手県大船渡市における大規模火災 名4べ延、ムーチ1・日2月3～日2月3・

2020

・令和6年能登半島地震2024 ・1月2日～5月31日

・東日本大震災

2019

2018

2011

表１　近年の自然災害に対するJMAT派遣実績
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日額１万５千円、通院日額１万円である。ただし、

補償対象外として「故意または重大な過失」及び

「CBRNE（Chemical、Biological、Radiological、

Nuclear、Explosive）シーバーン災害」が挙げら

れている。大変残念な事例ではあるが、震災後４年

８か月にわたり運営されていた岩手県医師会高田診

療所で診療に従事していた医師の方１名が、通勤時

の交通事故で亡くなられた。痛恨の極みであるが、

この方には保険金が支払われたとのことである。

また、この保険の枠組みは、コロナ禍に際して各

種業務への参加者についても、北海道庁でJMAT保

険を参考にした対応がなされた。

２．JMATのコンセプト

JMAT設立の経緯の中でも述べたが、実動部隊を

持たない日本医師会がこうしたシステムを構築する

ことにより、被災地での災害医療を実行する能力を

具備することになる。このことで指定公共機関と

なって中央防災会議の一員として国の防災計画や災

害対応に対して強い発言力を確保できることにな

る。また、日本DMATと地域医師会等関係組織と

の災害時の役割分担や連携の規定を明記することも

必要である。これらの考察を踏まえて当時の基本的

なコンセプトをまとめてみた。いわばJMAT活動の

憲法とも言えるJMAT要綱である。

目的の１丁目１番地として、被災者の生命及び健

康を守り、被災地の公衆衛生を回復し、地域医療の

再生を支援する、すなわち被災地の地域医療を取り

戻すことを掲げている。これを実現するために備え

るべき要件が記載されている。

真っ先に挙げたのは「プロフェッショナル・オー

トノミーに基づく参加」である。これは世界医師会

（WMA、World Medical Association）が提唱して

いる「プロフェッショナル・オートノミーと臨床上

の独立性の重要性」という宣言に基づく概念で、医

師が活動する際の職業精神の本質的原理としてい

る。すなわち、個々の医師が診療に関して外部の団

体や個人から不当な影響を受けずに自らの職業的判

断を自由に行使できる保証としている。したがっ

て、医師は活動するにあたり、その自己規律システ

ムが、医師本人を保護するものとしてだけでなく、

医師という職業そのものの名誉を守り、さらに一般

市民の安全、支持及び信頼を維持すべきものである

と高らかに謳っている。この活動への参加者は、日

本医師会員の資格の有無を問わず、医師としてのプ

ロフェッショナル・オートノミーに基づく使命感が

拠り所となるのである。この精神は医師以外の医療

従事者全てにも適用される概念である。災害医療に

従事しようとする者の基本的精神として認識すべき

である。

次に、全ての参加団体・組織間の災害時医療救護

協定の締結が求められる。ちなみにわれわれ北海道

医師会は（非常に古くなっているが）1987年に北海

道とこれを締結している。

また、派遣は原則的に自己完結である。被災地に

持参する資器材（医薬品・医療材料・食料・装備品

等）、移動手段、宿泊手段は派遣元が準備すべきで

ある。各種リソースが枯渇している被災地に新たな

負担をかけてはいけない。ただし、派遣元や派遣先

の都道府県医師会が最新の情報提供（宿泊施設、被

災地までのアクセス等）を行う努力は重要ではある。

もっとも、被災地が復興に向かいつつあるフェーズ

では、食料や消耗品等で“現地にお金を落とす”と

いう考え方もありかもしれない。

さらに、被災地への派遣は、基本的には被災地都

道府県医師会からの要請に基づくものである。現地

の災害対策本部に参加している医師会のコーディ

ネート機能により、統制の取れた現地活動が可能

となる。ましてや、被災地にはDMATや日赤救護

班など様々な医療支援チームが活動しているため、

刻々と変化する現地の状況に合わせて緊密な連携を

しながらの活動が必要となる。JMATの特性を意識

した支援が一層重要である。

初めにも述べたが、JMATの目的は被災地の地域

医療（地域包括ケアシステムを含む）を取り戻すこ

とにあるので、被災地の状況が徐々に回復してくる

と、現地の復旧しつつある医療機関の経営的活動を

妨げてはいけない。これは、あるフェーズになると

自己負担なしの診療、減免のある保険診療、通常の

保険診療の３者が混在することになるからである。

実際に、筆者が2011年の東日本大震災で被災地を訪

問した際に、当時の岩手県医師会会長の故石川育成

先生から直接伺ったお話によると、1995年の阪神・

淡路大震災の時に、日本医師会第14代会長であった

故村瀬俊郎先生の命を受け、石川先生自らが（隠密

裏に）被災地の診療状況と現地医師会の域外支援者

に対する反応等の情報収集を目的に現地に派遣され

たが、やはり復興の兆しが出てきたフェーズでは、

必ずしも歓迎されていない状況があったと伺った。

こうした現実を踏まえ、派遣先地域の医療ニーズを

きめ細かく把握・評価し、支援内容、さらなる派遣

の追加や引き継ぎと撤収のタイミングを検討する必

要があることも認識すべきである。

また、災害の程度によっては長期支援が必要とな

る場合も想定されるので、これに対応する目的で

JMATⅡという仕組みが設けられた。これは、日本

医師会が所管して多くの医療関係組織や行政機関な

どの参加を得て組織された「被災者健康支援連絡協

議会」によって継続的に維持される仕組みである。

以上、基本的なコンセプトについて述べたが、

JMATの参加者は常に「被災地の地域医療を取り戻

す」ことを根底に意識しながらの活動を心がけるべ

きである。
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３．JMATの構成とその活動

ここでは派遣されるチームの構成メンバーと主な

活動内容について述べる。

構成メンバーはDMATに倣い、基本的には医師

１名、看護職員２名、事務職員（ロジスティックス

人員）１名の計４名である。これに加えて被災地の

状況により歯科医師・薬剤師・理学療法士・作業療

法士・臨床検査技師・救急救命士・MSW・栄養士

等の参加を検討する。ただし、地域によっては医師

不足や看護師不足で、災害出動をしようにも人手不

足で参加がままならないことが想定される。また、

個人開業医では自院を休診して出動することにな

り、長期間の参加は困難であろう。したがって、参

加者は医師と看護師各１名の計２名が最小単位とも

考えられる。一方、個人参加を希望する場合は、ど

こかのチームに編入してもらうことが現実的である。

活動内容は以下に列挙するが、これはあくまでも

目安であり、現地では想定外の状況が生まれる可能

性があるので、（危険性の少ない限り）できるだけ（何

でも）対応する心構えが重要である。

⑴救護所、避難所等における医療・健康管理

　※JMAT活動の基本といえよう。

⑵被災地の病院・診療所の医療支援（災害発生前

からの医療の継続）

⑶その他

以下は誤解を恐れずに述べると、ほぼ何でもあり

といってよいと思われる。例えば、手が空けば掃除

をしたり、片付けをしたりする場面もあろう。「我々

の仕事ではない」との発言は要注意である。以下、

JMAT要綱に記載されている内容を列挙する。

①　避難所等の水や食事など栄養状態の把握とその

改善、避難者の健康状態チェック、要援護者の

把握とその対策、公衆衛生対策、感染症対策（感

染制御）

②　在宅患者の医療・介護・健康管理

③　派遣先地域の医療ニーズの把握と評価

・主な患者像

・�難病患者・障がい者・その他特別に医療・介

護を必要とする者

・感染症や他の疾病の発生状況

・追加派遣の要否

・被災者の流動化の有無、撤収時期

④　医療支援が行き届いていない地域（医療空白地

域）の把握、及び巡回診療等の実施

⑤　�現地の情報の収集・把握、及び派遣元都道府県

医師会等への連絡

・必要に応じて、先遣隊の派遣

・被災地の医療関係者との連携（３日～１週間

程度で交代するJMATに対し、被災地の患者

の状況や地理的特性等を把握しているため。

例：在宅患者の状況を把握している保健師や

訪問看護師）

・交通ルート（被災地の空港・主要駅・主要道

路から派遣先地域へのアクセス、帰路、燃料

確保等）

・被災者の状況（性別・年齢別の避難者数、共

同体意識の強弱、自治組織）、被災地までの

地形・気象条件

・公衆衛生の状況（トイレ、瓦礫による粉塵飛

散、ヘドロ・汚泥物質等を含む）

・被災地の安全性（二次被害の危険性）

・医薬品等の不足物資

・必要な職種

・現地のコーディネーター・避難所等のリー

ダー、支援受入れ窓口等

⑥　被災地の医療関係者間の連絡会の設置支援

これは現地対策本部がすでに立ち上がって、指

揮命令系統が確立されている場合は、そこでの

指示に従うべきであるが、混乱が続いている際

には然るべき対応が望まれる。

⑦　患者移送

現場で対応が困難な患者が発生した場合は、診

療可能な病院や診療所（臨時に設置された施設

を含む）に移送すべきだが、患者の安全を考

慮するとやはり専門の搬送機関（消防機関や

DMAT等）に依頼すべきであろう。

⑧　再建された被災地の医療機関への円滑な引き継ぎ

前章でも述べたが、経済的な機微に触れる問題

であるし、撤収による被災住民の不安感にもつ

ながりかねないので、慎重な判断が求められる。

⑨　遺体の検死・検案

誰でもできることではないが、犠牲者のみなら

ずご遺族にとっても非常に意味のある項目であ

り、重要な任務である。経験者との共同が望ま

しい。

ここに列挙した内容は、すなわちそこで行われて

きた地域医療を取り戻すために必要な全てが含まれ

ている。JMAT参加者は、一つ一つを覚えられなく

ても、普段日常的に行っている医療行為のイメージ

を想起することで、理解可能であろう。

４．これまでの活動経験から見えてきた課題 

表１に示した通り、東日本大震災で走りながら作

り上げてきた JMATであるが、経験を蓄積する中

で多くの進化を遂げてきた。たくさんあるが、いく

つか例示すると、EMISの活用と改善、J-SPEEDに

よる被災地の疾病構造の把握の明確化、災害対策本

部の機構の改善、通信衛星を用いた情報の精緻な収

集と相互のやり取りなど枚挙にいとまがない。こう

した中、2024年１月１日に発生した能登半島地震に

は、これまでにない多数のチームが参集し大きな成

果を挙げた。しかし、その一方でいくつかの課題も

見えてきた。思いつくままに列挙する。



7 令和7年10月1日 北海道医報　第1285号

⑴参加者の偏在と所属機関の勤務体制の問題

　これまでに大きな災害に見舞われた地域で

は、普段から災害派遣に積極的な素地があり、

JMAT要綱では事前登録制は採用していない

が、積極的な地域では登録制を敷いており登録

者数も多いが、北海道では（７年前にブラック

アウトを経験したにも拘らず）アンケート調査

をしてもなかなか登録の意思表示数が伸びない

現実がある。例えば、兵庫県（会員数約8,700名）

では登録者数は600名を超え、さらにその９割

が開業医であるという。これは珍しい例ではあ

るが検討に値する。一方北海道では一桁にとど

まる。実際に今回の能登半島地震においては、

派遣に応じた11の医療機関は全て病院であり、

診療所はなかった。ただし、そのうちの９施設

はDMAT指定医療機関（全道に37病院）以外

の参加であり、北海道の底力を現しているのか

もしれない。また、DMAT指定医療機関から

の派遣も、主に現地保健医療福祉調整本部内の

JMAT調整本部（統括）担当に派遣要請された

ものが多くを占めた。DMAT指定医療機関で

は、最初にDMATとして出動し、その後に統

括JMATの派遣要請を複数回受けた医療機関が

あり、繰り返しの派遣が継続すると当該医療機

関内の勤務体制のシフト作成が困難になる場合

があると伺った。

　南海トラフ巨大地震や首都直下型地震のリス

クが喧伝されているが、北海道でも日本海溝・

千島海溝大地震のリスクが高まっており、対策

を検討する必要がある。他方で、2013年３月20

日から開始した当会主催のJMAT研修会では、

応募者が常に毎回40名前後あり（診療所のメン

バーも少なくない）、登録はしていなくても潜

在的なマンパワーはあると確信している。北海

道医師会（あるいは日本医師会）ではこうした

方々が災害支援により参加しやすい方策を検討

する必要がある。ちなみに、能登半島地震に北

海道からJMATとして参加したチームは表１の

通り延べ20チーム・79名であり、深く敬意を表

したい。

⑵日本医師会の災害対策本部と現地対策本部の関

係の明確化

　日本医師会には常設のJMAT本部は設定さ

れておらず、発災時に日本医師会に災害対策

本部が立ち上げられ、被災地の都道府県医師

会からJMAT派遣要請が届いてからJMAT派遣

調整本部が立ち上げられる形になっているが、

どうしても立ち上げに若干のタイムラグが生ま

れる結果になる。能登半島地震においても、現

地では早々にJMATの受け入れ準備を開始して

いたし、一部の都道府県医師会では先遣JMAT

の派遣を実施しており、現地JMAT調整本部で

は全国的な動きが把握困難であった。実際、現

地対策本部に派遣された統括JMATメンバーは

全体の調整に相当苦労したようである。日本医

師会のJMAT調整本部がいち早く立ち上がり、

現地に向かうJMATチームの全体的なコント

ロールができれば、現地でも実際の活動エリア

や分担を決定する作業がより容易になったと思

われる。

⑶参加者の研修受講の有無

　今回の派遣チームの中にはJMAT研修を受講

しておらず、災害対応も初めての者が多くみら

れたという。被災地の支援をしたいという志は

尊重したいが、現地には一定の危険を伴う環境

があり、被災者に対する配慮も求められる。や

はり最低限の研修を受けていることが重要であ

る。他県によってはJMAT研修会が開催されて

いないところもあるという。内容や回数はとも

かく、さらなる普及策が求められる。

⑷派遣チームの装備のレベルの問題

　今回の能登半島地震では軽装JMAT、標準

JMAT、重装JMATという３区分が設けられた。

しかし、この考え方はJMAT活動の趣旨からす

ると今回限りでよいと思われる。被災地の状況

は刻々と変化するので、派遣されるJMATの装

備に大きな違いがあってはならない。派遣調整

本部の負担が増えることになるだけである。標

準的な装備はJMAT要綱に記載されているし、

現地の状況に合わせて装備は準備されるべきで

ある。

　なお、前項⑶の問題とも関連するが、JMAT

参加者のレベルを議論しておく必要がある。被

災地では混乱した状況が想定され、他の組織・

団体から派遣されたチームもたくさん入ってく

るであろうことから、知識や装備は一定程度の

水準が求められよう。しかし、あまりにも高い

レベルを求めると（例えばDMATレベル）、志

があっても引いてしまう可能性がある。日本医

師会の救急災害医療対策委員会でも議論になっ

たが、きちんと研修を受ければ一般開業医でも

参加できる状況を作ることが望ましい。

⑸JMATの知名度の問題

　2011年にJMATが発足して今年で14年にな

るが、昨年の能登半島地震災害で派遣された

JMATから、活動を拒まれた事例が報告された。

理由は「知らない組織」ということであったと

いう。これまでのJMATの活動実績を考えると

由々しき事態である。少なくとも被災地の自治

体関係者や医療従事者には一定の知名度がある
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と思われるが、地域住民に認知されていなけれ

ば、現場活動は困難である。北海道では北海道

総合保健医療協議会（総医協）の救急医療専門

委員会でJMATの活動について報告し、議事録

にも記載され、災害対策本部が設置された際に

はJMAT活動を織り込んだ対策が立てられてい

る。幸い北海道では拒まれた事案は聞いていな

いが、今後を考えると日本語の表記を併記する

ような工夫が必要かもしれない。キーワードは

「日本医師会」と「都道府県医師会」であろう。

また、救急の日や防災の日などの節目には、地

域で災害対応研修会等を開催し、地域住民に啓

発活動を行うべきであろう。

⑹JMATの指揮命令系統の確立（コーディネー

ションやロジスティックス等）

　これは上記⑵にも関連するが、混乱した現場

ではCSCA、すなわち指揮命令系統がしっかり

する必要がある。能登半島地震では発災当初か

ら統括についてはDMAT調整本部が基本的に

大きな役割を担ったが、JMATチームの参加数

増加に伴いJMAT調整本部の統括作業が重要に

なった。そのために、北海道からも統括JMAT

の派遣が継続的に行われた。救護班の基本理念

に基づき、2024年２月中旬にはDMATや日赤

の実動部隊は撤収し、ほぼJMATに置き換わっ

たが、現地の地域医療はまだ回復途上であり、

JMATの「地域医療を取り戻す」ための活動が

継続され、同年５月まで続いた。ただ、派遣さ

れたJMATチームの役割は、現地に行ってから

指示されるために、機能や装備に実態との齟齬

が認められた。

　以上の経過を考察すると、本来、日本医師

会にJMAT派遣調整本部が存在し、その統制の

もとに被災地JMAT調整本部が機能すべきで

あろう。東日本大震災の時には、派遣される

JMATの役割は今回よりは明確であり、カウン

ターパートシステムがうまく機能したと思われ

る。上記⑵と合わせ、日本医師会館内に常設の

JMAT事務局あるいは本部が設置され、必要な

時にいち早く担当理事と共に専門的なスタッフ

（統括JMATやロジスティックスチームでもよ

いが）が詰めて全体的な指揮を執る必要があろ

う。

５．課題を踏まえた改善策（私見）

　前項で述べた課題のうち、特に北海道において重

要なものは参加者についてであろう。当地において

JMAT登録に積極的な者が少ないことは、派遣要員

の枯渇につながる懸念がある。明確な解決策はある

だろうか。筆者は「プロフェッショナル・オートノ

ミーに基づく参加」を期待したい。医師であれば、

誰でも災害に対応する能力を持つべきである。た

だ、全員がDMATのような対応能力を持つ必要は

ないと思われるし、もしそうであるなら、参加する

ことに尻込みをしてしまう医師が多数を占めるであ

ろう。

わが国の災害教育は、多くの大学の救急医学教

室が災害医療の講義を設けて教育していると思わ

れる。救急医が講義を行うと、どうしても派手な

DMATの話とか、トリアージの話ばかりが強調さ

れやすくなる。しかし、医学生が学ぶべきは避難所

で何が必要か、どういう基準が必要かということで

あろう。すなわち、ハーバード大学の救急専門医で

あるステファニー・ケイデン博士が、東日本大震災

後に開催された日本医師会の医療政策シンポジウム

で強調した“Sphere Standards”などが挙げられる。

つまり、災害教育においては公衆衛生的な面をもっ

と強化すべきである。そうすることにより、参加の

モチベーションが上がり、ハードルも下がって参加

者増が期待される。

また、世界的に見てもJMATのような組織はわが

国だけであるという。この活動の基礎となるべき人

道支援に基づく公衆衛生学的教育は、およそ２週間

で十分とのことである。大学で全ての医学生が基本

的知識として学ぶことで、派遣要員の不足が解消さ

れることを望みたい。

対策本部の問題は、2025年８月に出された「救急

災害医療対策委員会中間報告書」によれば、日本医

師会に常設のJMAT事務局が設置されることが提言

されたので、解決に向かうと思われる。幸い、日本

医師会館は東京都文京区駒込にあり、各種交通アク

セスに恵まれた立地であり、災害対策に長けた専門

家が参集しやすいと思われる。迅速な制度の立ち上

げを望みたい。

研修未受講者の問題解決には、JMAT研修会の開

催を一層広める活動が求められるが、困難な都道府

県はブロック単位での開催も模索すべきである。講

師やファシリテーターの確保も、より容易になるで

あろう。

以上、課題に挙げた各項目は、その中で対応策に

ついても言及したので述べないが、今回の「中間報

告書」にも対応策が詳しく提言されているので、是

非ご参照されたい。

おわりに

JMATに対する私的な思いを種々書き連ねたが、

災害大国で暮らす医療従事者の一人として、世界に

類を見ない医師会の災害対応システムが、今後起き

るであろう大災害時に有効に機能するように、しっ

かり準備しておきたいという思いがある。日本医師
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「応急手当WEB」「救急医療啓発パンフレット」へのリンク依頼について

◇救急医療部◇

　当会ホームページでは急病・急な症状時の対応を紹介する「応急手当WEB」、救急医療機関の適切な利

用について理解を深めてもらう「救急医療啓発パンフレット」を登載しております。

　これらの情報をより一層周知することにご協力いただけます医療機関におかれましては、自院ホームペ

ージに下記掲載URLへのリンクをお願いいたします。

　なお、リンク掲載後のご連絡は不要ですが、今後の連携強化のため、リンクのご一報をいただければ幸

いです。

●応急手当WEB

http://www.hokkaido.med.or.jp/firstaid/

●救急医療啓発パンフレット

http://www.hokkaido.med.or.jp/hokkaido/ambulance.html

連絡先：北海道医師会事業第三課

TEL　011-231-1726　　FAX　011-210-4514　　E-mail　3ka@m.doui.jp

会が「欲張り村の村長さんの集まり」と言われて久

しいが、言葉で反論するよりも、行動で示すのが最

も有効であろう。国内の多くの各分野の組織（労働

組合など）が会員数の減少に見舞われているこの時

代にこそ、JMATの基本理念を再確認することが大

切と思う。会員諸氏のご批判を仰ぎたい。

http://www.hokkaido.med.or.jp/firstaid/
http://www.hokkaido.med.or.jp/hokkaido/ambulance.html

